
 
 
 
 
 
 
 
     
 

 

 
 
 
 
 
 
 
     
 

 

《事業概要》 
 
○ 将来的に被災地の雇用創
出の中核となることが期待
される事業において、被災
者を雇用する場合に、産業
政策と一体となって、雇用面
から支援を行う。 

○ 最大３年間の支援を行う。  
 
《対象事業の要件》 
○ 関係省庁又は自治体によ
る事業高度化支援、施設整
備補助、融資などの支援策
の対象となっており、雇用創
出が期待される事業である
こと。           など 

 
 

雇 用 復 興 推 進 事 業 の 創 設 

☆ 事業復興型雇用創出事業 

【事業の規模】 
     １，５１０億円 

【対象期間】 
平成２７年度末まで  

 

○ 被災地域の本格的な雇用復興を図るため、「雇用復興推進事業」を創設し、産業施策と一
体となった雇用面での支援を行うとともに、生涯現役で年齢にかかわりなく働き続けられる全
員参加型・世代継承型の先導的な雇用復興を支援する。 

○ 具体的には、以下の２つの事業を、岩手県、宮城県及び福島県を中心とした被災地域にお  
  いて実施する。 

概  要 

《事業概要》 
 
○ 高齢者から若者への技
能伝承、女性・障害者等の
積極的な活用、地域に根
ざした働き方などができ、
将来的な事業の自立によ
る雇用創出が期待される
事業を、民間企業・ＮＰＯ等
に委託して実施する。 

○ 最大３年間の支援を行う。 
  

《主な実施要件》 

○ 事業費に占める新規雇
用失業者の人件費割合が、
１／２以上。    など 

 

 

☆ 生涯現役・全員参加・世代継承型雇用創出事業 
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事 業 復 興 型 雇 用 創 出 事 業 の 概 要 

○ 被災地で安定的な雇用を創出するため、将来的に被災地の雇用創出の中核となることが期待される事業を行う事業所で、被災者を
雇用する場合に、産業施策と一体となった雇用面での支援（雇入れに係る費用（職業訓練・雇用管理等を含む。）として助成）を行う。 

趣 旨 

事業費を補助 

事業の概要 事業スキーム 

【事業実施期間】 平成２７年度末まで（平成２４年度末までに事業開始した場合に３年間支援） 

 

【助成内容】 以下の要件の下、国が示す目安を参考にしつつ、自治体が独自に設定 

 ＜要件＞ 
 ・１事業所につき１億円を上限 
 ・支給額は段階的に減らす仕組みとする 
 ・②の場合、再雇用者の助成額は減額する 

＜目安＞ 
 ・１人当たりの助成額225万円（3年間） 
 （１年目：120万円、２年目：70万円、３年目：35万円） 
   ※短時間労働者は110万円（3年間） 

【対象事業所】 被災県の災害救助法適用地域に所在する事業所であって、以下のいずれか
に該当する事業を実施する事業所（①の事業を優先的に採用） 

【実施主体】 原則として都道府県 

【実施可能地域】 被災県（青森、岩手、宮城、福島、茨城、長野、新潟、栃木、千葉） 

 

【対象者】 被災求職者（被災県の災害救助法適用地域に所在する事業所を離職した失業者
又は当該地域に居住していた求職者）であって、この制度創設後に雇用された者  

   （注）再雇用者も対象（再雇用者の割合が雇入れ数の８０％までの場合） 

 

※②は自治体の選定委員会（しごと協議会の活用可）等により判断。 

① 国や地方自治体の補助金・融資（新しい事業や地域の産業の中核となる事業を対象にす
るもの。）の対象となっている事業 

② ①以外の事業で、「産業政策と一体となった雇用支援」と自治体が認める事業 

【事業の規模】 １，５１０億円の内数 

【雇用形態】 期間の定めのない雇用又は１年以上の有期雇用で契約の更新が可能なもの  
   （注）短時間労働者（雇用保険の一般被保険者（週20時間以上）も対象。 
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生 涯 現 役 ・ 全 員 参 加 ・ 世 代 継 承 型 雇 用 創 出 事 業 の 概 要 

○ 被災地で安定的な雇用を創出するため、生涯現役で年齢にかかわりなく働き続けられる全員参加型・世代継承型の先導的な雇用復
興を支援する。具体的には、高齢者から若者への技能伝承、女性・障害者等の積極的な活用、地域に根ざした働き方など、雇用面で
のモデル性があり、将来的な事業の自立による雇用創出が期待される事業を、民間企業・ＮＰＯ等に委託して実施する。 

趣 旨 

事業の概要 

【事業実施期間】 平成２７年度末まで（平成２４年度末までに事業開始した場合に３年間支援） 

 

【実施主体】 都道府県又は市町村が民間企業、ＮＰＯ等に委託して実施 

【実施可能地域】 被災県（青森、岩手、宮城、福島、茨城、長野、新潟、栃木、千葉） 

 

【対象者】 被災求職者（被災県の災害救助法適用地域に所在する事業所を離職した失業者
又は当該地域に居住していた求職者） 

【事業の規模】 １，５１０億円の内数 

委託 

事業スキーム 

【雇用形態】 雇用期間は原則１年以上とし、更新を可能とする 

（注）委託期間終了後も事業を継続し、正規雇用化に努める  

【その他】 委託費に占める新規に雇用された失業者の人件費割合が１／２以上  

【事業の採択】 雇用面でのモデル性がある事業かどうかの判断は、以下などを目安として、
自治体が総合的に判断する。事業選定等に当たっては、適宜しごと協議会等を活用する。 

■ 事業内容が地域の特性を活かしたものであり、若者・女性・高齢者・障害者のそれぞれの
能力や経験を活かせるものとなっているか 

■ 若者・女性・高齢者・障害者を多数雇用しているか、働きやすい環境（就労形態、ユニバー
サルデザイン 等）となっているか 等 

※被災県の災害救助法適用地域で事業を実施 
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この記事に関するお問い合わせ先 

 

職業安定部職業対策課  
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